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日本海地震・津波調査プロジェクト概要  
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３．１．１ 防災教育に対する知識構造的アプローチ  

 

 

 

漁業地域防災協議会の設置状況 （*：p < .05） 

 

 漁港の周辺には漁業関連施設や漁村が存在し、津波が発生したときには必ず被害をうけ

ている。そのため、就労の場、生活の場が一体となった津波対策が求められる。だが、現

状では、それらの関係者が一体となって話し合う機会がなく、漁港の津波対策について課

題がある。 
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３．１．２ 沿岸防災手法の工学的評価  

 

 

 

 

F55 断層(3σ)が形成する津波による美保湾内の浸水被害の推定。境港市においては広域

にわたる浸水が予測され、その最大浸水深は 2～3 m と予測された。 

 

  



iv 

３．１．３ 地域研究会・合同地域研究会の実施  

 

 
地域研究会の開催地域と出席機関。 

◎：事前協議を含め主体となった機関。 

◎○：共催、協力機関。 

●：新規参加機関。 

※1：北海道地域研究会（渡島管内：函館市）は陸上自衛隊、海上自衛隊が参画、プレ

ス公開。 

※2：北海道地域研究会（檜山管内：江差町）は午前の部を一般公開、午後の部を防災

関係機関および地域防災担当者を主な対象。午前、午後の部ともプレス公開。 

※3：青森県地域研究会は新規開催。 

※4：新潟県地域研究会は第一部をライフライン事業者、医療関係団体、報道機関に公

開、プレス公開。第二部は行政関係者を対象。 

※5：富山県地域研究会は第一部を一般公開、プレス公開、第二部は地域研究会構成機

関を対象。 

※6：出席者数は事務局および報道機関を除く。 

  
地域研究会開催の様子。左は青森県地域研究会でのパネルディスカッションの例、右は

富山県地域研究会での地域防災フォーラムの例。 
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３．２．１．１ 歴史文書・地震記録の調査  

        

    

              

 
各断層モデルを用いた 1983 年日本海中部地震（上段）と 1940 年積丹半島沖の地震（下

段）による海底上下変動（赤：隆起、青：沈降、コンター間隔 20 cm）と津波波形の観測

と計算の比較。  

Satake (1989) Fukuyama and 
Irikura (1986) 

F24(σ式 ) F24 
(「レシピ（ア）」 ) 

Okamura et al. 
(2005) 

Ohsumi and 
Fujiwara (2017) 

MS-ST「連動す
べり量モデル」  

MS-ST「単独す
べり量モデル」  

1983 年

日本海中

部地震 

1940 年

積丹半島

沖の地震 
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３．２．１．２ 津波堆積物の調査  

 

 
KK1 孔でのボーリング調査 

 

ボーリング試料の層相（KK1 孔：深度 0～7.7 m）  
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３．２．２．１ 沖合構造調査  

 

 

渡島半島沖での深海調査研究船「かいれい」によるマルチチャンネル反射法地震探査 

 

 

海底から海面に浮上した海底地震計 
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３．２．２．２ 海域プレート構造調査  

 

 

作業船での設置作業（平成 30 年 7 月） 

 

 

広帯域地震計データへの S 波レシーバ関数解析の適用結果。上段に観測点の配置図、下

段にそれぞれの観測点でスタックした S 波レシーバ関数を示す。S 波レシーバ関数は、正・

負のフェーズがそれぞれ赤、青色で示されており、95％信頼区間を灰色で示す。深度変換

には、暫定的な速度構造を用いた。 
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３．２．３ 沿岸海域および海陸統合構造調査  

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館西縁断層を横切る反射法地震探査深度変換断面の地質学的解釈。 

  

 反射法地震探査深度変換断面の地質学的解釈。屈折トモグラフィによる速度構造を重

ね合わせて表示（本文参照）。 
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３．２．４ 陸域活構造調査  

 

 

 

  

（上） 浅層高分解能反射法地震探査（浦臼-奈井江測線）の概略位置図。重合測線を黒

線で示す。（下）浦臼-奈井江測線の暫定的な深度断面図。縦横比 1:1。 
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３．２．５．１ 断層モデルの構築  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道西方海域と北海道地域の震源断層矩形モデル 

 

黄色の矩形：断層面の平面投影、赤太実線：断層面の上端、記号番号は断層名。 

西方海域については、3.2.5.1 参照。それ以外の断層モデルについては、3.2.6 参照。 
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３．２．５．２ 沿岸域の地震活動の把握  

  

2016 年鳥取県中部の地震の地震発生層の下限、300℃の深さ分布、および地震時滑り域

や余震分布、三次元地震波速度構造との比較。(a)D90 の分布。A-A’は(c)～(f)の断面図の位

置を示す。(b)D300℃の分布。(c)地震地すべり域(Kubo et al. , 2016)との比較。(d)余震分

布との比較。(e)Vp/Vs との比較(Matsubara et al., 2017)。(f)Vp(Matsubara et al., 2017)

との比較。 

 
 (a)三次元地震波速度構造で再決定した震源分布と(b)地震発生層の下限の分布。 

km km 
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３．２．５．３ 構成岩石モデルの構築  

 

 

 

 

P 波速度構造から推定される東北本州弧における南北方向と東西方向の定性的な温度構

造。左図は産業技術総合研究所の 20 万分の 1 日本シームレス地質図を使用し、第四紀火

山岩類（有色部）と活断層（赤線）の分布を示した。 
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３．２．６ 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備  

 

 

 
 

北海道周辺の震源断層におけるクーロン破壊応力 

赤－黄色は断層すべりに対し促進的、青－水色は抑制的な応力が蓄積している。 
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３．３．１ 津波予測  

 

 

異なるスケーリング則により算定したすべり量を用いた場合の津波高の分布  
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３．３．２ 強震動予測  

 

函館平野西縁断層帯の地震を想定した詳細法（ハイブリッド法）強震動予測結果。上：

ケース 1（赤星印は破壊開始点。北から南側に向けての破壊伝播シナリオ）の地表での震

度分布。下：ケース 2（南から北側に向けての破壊伝播シナリオ）の地表での震度分布。 


